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国や地方自治体には財政制約があり，社会基盤施設における維持補修費の総支出に占める割合が高くな

ると，他の支出に対する影響や追加的財政収入により生じる死荷重といった公的資金の限界費用（MCF）
を考慮する必要がある．また，社会基盤施設の長期の最適補修施策を検討するためには，効率性だけでな

く世代間の公平性についても考慮する必要がある．本研究では，MCFを内生化した橋梁の最適長期補修施

策を検討する動学的経済モデルに公債を考慮し，公債発行額を含めた長期補修施策の最適化を行う．その

結果，公債の最適発行流列は，各期のMCFを平準化するように決定され，公債の発行により将来世代が一

部負担を行うことにより将来世代と現世代の厚生の平準化につながることを示した． 

     Key Words : optimal maintenance & rehabilitation, preventive maintenance, corrective maintenance, 
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１．はじめに 

 

我が国の橋梁などの道路インフラについては，高度経

済成長期に建設されたものが多く，特に，橋梁について

は，全国約72万橋のうち，7割以上となる約51万橋が市

町村道にあり，建設後50年を経過した橋梁の割合は，

2032年には59％となる見込みである1)．深刻化するイン

フラの老朽化への対応は喫緊の課題である．社会基盤施

設の安全安心を維持したうえで，次世代へ効率的に継承

する必要がある． 
2013年の道路法改正を受け，2014年度から道路管理者

は全ての橋梁等の道路構造物について，健全度の診断を

するため，5年に1回の頻度で点検を実施することが省

令，告示により義務付けられた．2014年度から2018年度

の5年間で概ね全ての橋梁等の点検が完了し，2019年度

から2巡目の点検が開始されている中，道路管理者はメ

ンテナンスサイクル（点検・診断・措置・記録）の構築

に取り組んでいる． 
社会基盤施設の最適補修施策は，ライフサイクルコス

トの最小化の観点から一般に決定されている．例えば，

小濱ら2)は，劣化過程を考慮し単一の社会基盤施設に対

して，ライフサイクルコストを最小にする補修・廃棄施

策を提案している．また，小林ら3)は複数の社会基盤施

設に焦点を当ててライフサイクルコストの最小化を目的

としている． 
しかしながら，厳しい財政制約の下，国や地方自治体

（以降，道路管理団体）の道路関係予算は減少する一

方，維持補修費の予算に占める割合は年々高まってい

る．道路管理団体の予算に占める維持補修費の割合が高

くなると，教育など他の公共支出を圧迫するため，財政

制約を考慮の上，支出項目間に最適予算配分を行うこと

が重要になる．  
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Smilowits & Madanat  4)は財政制約を考慮したうえで複数

橋梁について，橋梁の補修にかかる費用と補修によって

発生する利用者の費用の総和を最小化している．しか

し，彼らの財政制約は橋梁の補修にかかる費用の上限値

と下限値を外生的に与えるというものである．この方法

では管理団体の全ての施設の管理方法の検討に拡張して

も，管理団体の支出対象すべての最適化にはならない．

財政制約の影響をみるためには，すべての支出項目を対

象とせざるを得ない．Uddin et al.5)，Goodman & Hastak 6)，

Adeli & Sarma 7) では，社会基盤施設のライフサイクルコ

ストの最小化に加え，費用便益比について考えられてい

るものの，費用の調達手段や財政制約については考えら

れていない． 
道路管理団体の財政制約を考慮すると公的資金の限界

費用（以降，MCF：Marginal Cost of Funds）が社会厚生に

影響を与える．例えば，財政収入額が変わらない場合

は，補修費用の増減に伴うその他の公共財への支出の増

減で家計の効用が変化する．その時の公共財への支出額

の変化に対する効用の変化の割合がMCFである．ま

た，財源調達のために税率を上げる場合も，MCFは発

生する．例えば，所得税の限界費用については別所ら 8)

によって1.0～1.2と推計されている．すなわち，例えば1
億円の公的資金を所得税から得ようとすると1.0～1.2億
円の社会的費用をかけていることになる． 

MCFのような税の歪みは一括固定税あるいは価格非

弾力的な財に対する税以外の全ての税で発生するため，

税の歪みを与件として分析することは重要である．さら

に税制や税率を変更せず，予算内で配分を変化させる場

合，財政が厳しい地方自治体では，予算を減少させた支

出の限界便益が1.2を超えることも考えられる．なお，

本研究では，税制や税率の変更には一般に時間を要する

と考えられるため，税制や税率を変更せずに最適補修施

策を決定する状況を想定し，税率最適化については今後

の課題とする． 
本研究では，道路管理団体が国か地方自治体かは特定

しない．地方自治体を考えるならば，国からの補助金を

歳入に追加し，国を考えるのであれば，補助金を0にし

たりすることで，国及び地方自治体のそれぞれの財政制

約を表現可能である． 
Harberger 9)以降，財政の最適化をするにあたっては

MCFを考慮する必要があることが知られてきており，

MCFを考慮した公共政策についての研究は既に多数行

われている（e.g.,  Bovenberg & Mooij 10)，Bovenberg & 
Goulder 11））．Parry & Bento  12)では混雑税収入の使途によ

って社会厚生が大きく変わることが示されている．この

ように公共政策の最適化においてMCFの考慮は重要で

ある． 
社会基盤施設の整備やメンテナンス費用をMCFを考

慮して社会厚生を最大にするように調達する研究も行わ

れている．道路整備・メンテナンス財源の収支制約のも

と税率や道路料金の最適化を行っている研究として森

杉・河野 13)やKono et al. 14)が挙げられる．森杉・河野 13)で

はMCFを考慮して高速道路料金の最適化を行ってい

る．Kono et al. 14)ではMCFを考慮して自動車関連税と道路

料金の同時最適化を行っている．財政支出がもとになる

社会基盤施設の整備を考える場合において，最適補修施

策の決定においてもMCFの考慮は不可欠である． 
しかしながら，補修施策に関してMCFを考慮した研

究は，橋梁の健全度分布が定常であるもとでの最適補修

施策を決定した河野ら15) や，橋梁の健全度分布が非定常

であるもとで動学的に長期間の補修施策を最適化した河

野ら16)に限られる．河野ら16)では，Barro 17)を参考に世代

重複モデルを用いて，内生的に変化するMCFを考慮し

社会厚生最大化となる橋梁の最適補修を動学的に行う施

策を検討している．その結果，時間割引率が高い時は，

事後保全のみを行うのが最適であり，時間割引率が低い

時は，相対的に将来世代の厚生が重要になり予防保全と

事後保全の組合せが最適となった．さらに，与えた橋梁

の健全度分布の場合，初期状態において劣化した橋梁が

比較的多く，早期に補修を行う必要が高いため，将来世

代が現世代よりも高い効用が得られた．すなわち，各期

のMCFが変化していることにより，動学的に非効率な

状態となっている．このため，最適長期補修施策の提案

において効率性だけでなく公平性も考慮し，動学的に財

源調達手段の最適化を検討するためには，公債の発行に

より将来世代が一部負担を行うことにより各期のMCF
を平準化することが有用である． 

Barro18)は，異時点間の税率選択にあたって課税のコス

トを最小限にするためには，時間を通じて税率を一定に

保つことが最適であることを示し，景気変動による一時

的な財政支出と税収のかい離は公債発行において調整す

べきという課税平準化理論を提唱している．我が国にお

いても，財政制度等審議会財政制度分科会の「財政の健

全化に向けた考え方について（2011年12月9日）19)」にお

いて，将来における税の超過負担による将来世代の経済

的損失について，課税平準化理論が参考にされている．

また，平成24年度年次経済財政報告（経済財政政策担   
当大臣報告）20)において，課税平準化理論を用いて，我

が国の財政赤字について異時点間において課税平準化が

なされているか検討している． 
本研究では，河野ら16)で示されたMCFを内生化した橋

梁の最適長期補修施策を検討する動学的経済モデルに公

債を考慮し，公債発行額を含めた長期補修施策の最適化

を行う．その結果，公債の最適発行流列は，各期の

MCFを平準化するように決定され，公債の発行により

将来世代が一部負担を行うことにより将来世代と現世代
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の厚生の平準化につながることを示す． 
橋梁の健全度は道路橋定期点検要領21)に基づき，4段

階の離散的健全度で表す．健全な状態を健全度Iとし，

予防保全段階を健全度II，早期措置段階を健全度III，緊

急措置段階を健全度IVとする．健全度IIで措置を講ずる

ことを予防保全，健全度III及びIVで措置を講ずることを

事後保全と定義する． 
以下，２.では本研究で用いたモデルを記述する．３.

では２.のモデルを用いて数値分析を行い，補修対象と

する橋梁群に依存する健全度分布の初期値や，健全度の

遷移確率といった行政固有の条件が最適長期補修施策に

与える影響を解析的および数値的に示す． 
 
 

２．モデル 

 

ある行政区画を対象に分析を行う．対象行政区画内に

は，橋梁が多数存在する．橋梁の規模により，補修費用

や劣化過程が異なるため，幅員の大小により性質の異な

る2種類（以降では  ,K A B と示す）の橋梁を設定す

る．時点 t を離散として動学的経済モデルを設定し，

社会厚生を考える．行政区画内には，政府と家計の2主
体が存在する．政府は社会厚生最大化，家計は効用最大

化を目的に行動を決定する． 
 

(1) 橋梁の劣化と補修 

橋梁の劣化過程を表現する手法は数々研究されてい

る．本研究では津田ら22)を参考に個々の橋梁の劣化過程

をマルコフ過程で表現する．なお，本研究では，道路管

理団体が管理している多くの橋梁の劣化過程を表すマル

コフ推移確率を橋梁の種類（A, Bの2種類）別に統計的

に推定し，健全度・種類別に動学的補修計画の最適化を

行う．  
橋梁の健全度を {I, II, III, IV}とし， t 期における

 ,K A B 橋の補修前の健全度の状態確率ベクトルを

 ,
K K
t m tW    W   I, II, III, IVm ， t 期における K 橋の

補修後の健全度の状態確率ベクトル（健全度シェア）を 

 ,
K K

t m tW    W   I, II, III, IVm で表す．各要素は，0以
上であり，各要素の和は1となる．この状態確率ベクト

ルの要素は各健全度の生起確率であり，健全度分布と言

い換えられる． 
 t 期において  ,

K K
t m tW    W を観測しK 橋に対する補

修割合 ,
K
m t   II, III,(0 1,0 1)K K

t t     を決定する． ,
K
m t  は健

全度mのK 橋を補修する割合を表す変数である． 
全ての橋梁を毎期点検し，各橋梁群の健全度別に補修

割合を決定する．健全度IVの橋梁は，構造物の機能に支

障が生じている又は生じる可能性が著しく高く，緊急に

措置を講ずべき状態であるため，全て補修するものとす

る．健全度II，健全度IIIの橋梁に対しては補修割合 ,
K
m t

に従い橋梁の補修が行われるため，橋梁の補修行列
K
t
π

は ,
K
m t に依存し，式(1)で表される． 

 

II, II ,

III, III,

1 0 0 0
(1 ) 0 0

0 (1 ) 0
1 0 0 0

K K
t tK

t K K
t t

 
 



 
  
 
 
 

π                  (1) 

 
なお，補修に要する時間は計画期間に対して相対的

に微小であるとして，本研究では考慮しない． 
補修を毎期行う一方で橋梁の劣化も進展していく．

t 期から t +1期での劣化を表現する劣化行列（マルコ

フ推移確率行列）を
Kπ とし，橋梁の種類ごとに異なる

ものの，時間的変化はなく橋梁群固有の値であるとす

る．毎期，補修行列と劣化行列に従い，健全度分布が推

移し，劣化行列は式(2)のように表される． 
 

 

11 12 13

22 23

33 34

0
0 0
0 0
0 0 0 1

K K K

K K
K

K K

  
 

 


 
 
   
  
 

π                             (2) 

 
ここで式(2)はマルコフ推移確率を要素とする行列で

あるので，各要素は0以上であり，各行の和は1となる． 
道路メンテナンス年報23)によると，1 巡目の 2014 年度

～2016 年度の点検で健全度I又は健全度IIと判定された橋

梁のうち，補修等の措置を講じないまま，5 年後の 2019 
年度～2021 年度の点検時に健全度IVへ劣化していた橋梁

の割合は0.02%と微小であった．そこで，健全度I又は健

全度IIから健全度IVに劣化する確率はゼロとした．  
補修施策の決定については，まず t 期の初めに補修

前健全度を観測し，K 橋に対する補修割合 ,
K
m t を決定す

る．次に t 期中の迂回費用や補修費用を t 期の補修前

健全度と補修割合 ,
K
m t から計算する．補修行列と劣化行

列から式(3)，式(4)の計算を行い， 1t  期の補修前健全

度を得る． 
 

        K K K
t t t
  W W π                                            (3) 

 
  1

K K K
t t
  

 W W π                      (4) 
 

補修費用は補修前健全度分布を用いて表現される．健

全度分布に補修割合 ,
K
m t と補修単価をかけ，都市内に存

在するK 橋の総数 KN で乗じたものの総和が補修費用

となり，式(5)で表される．  
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 II, II, III, III, IV,(II) (III) (IV)K K K K K K K K K K
t t t t t tC N c W c W c W        (5) 

 1,2,...,t T  ，  ,K A B  

( )Kc m ：K 橋がmのとき健全度 Iになるように補修す

るのに必要な費用 

 

(2) 家計の設定と行動 

行政区画内に居住する家計は自動車で2種類の橋梁を

利用する．橋梁の交通量は非弾力的である．また，補修

工事を行う際は，補修前の健全度に応じて迂回が発生す

る．そこで迂回費用を考慮した理論モデルを構築する． 
家計のモデルでは世代重複モデルを利用する．本研究

では5年を1期とし，7期ずつ若年期と高齢期を経験す

る． t 期に生まれた第 t 世代は 7t  期に生まれる第

7t  世代を子として設け，高齢期の終わりに第 7t  世

代の子に遺産をのこす． 
第1～7世代の各1世帯とその親や子（直系血族を含む

世帯）を1つの家系とする．家系  1, 2,3,...,i I は異質

であり，効用関数及び所得が異なる． 各期において家

系に属する世帯は若年期の世帯が7世帯，高齢期の世帯

が7世帯の計14世帯である．よって対象とする行政区画

内には14 世帯が存在する． 
各世帯は若年期として26～60歳を過ごす．若年期には

労働を行い，賃金を収入として高齢期に向けた貯蓄を行

う．若年期に関するパラメータには添え字 𝑦を付与して

いる．高齢期としては61～95歳を過ごす．高齢期は労働

せず，若年期に貯めた貯蓄と，若年期の終わりに受け取

る親からの遺産を収入として，自身の子世代に遺産をの

こす．高齢期に関するパラメータには添え字 o を付与

している． 
家計は所得制約と時間制約のもとで効用を最大化する

行動を行う．効用関数はBarro 17)に基づき，交通による効

用と余暇時間による効用，公共財への支出による効用，

合成財消費による効用，さらに次世代の効用を考えた効

用関数とした．この効用関数は，価格１の合成財消費に

ついて線形の準線形効用関数であるため，異質性を考え

ても同質な家計と同様に効用の集計が可能である．本研

究では，社会厚生を計画期間内に家計が得る効用の総和

と定義し，式(6)で表す． 

 

 

6

, ,

13

, ,
7

7
7

1 ( , ) ( ) ( )

1 ( , ) ( ) ( )

g

g g g
g

g

g g g
g

t tt
i i A B i i i i
t y y y y yy t t y t

t t

t tt
i A B i i i i
o o o o oo t t o t

t t

t

U u x x v y p G z
r

u x x v y p G z
r

U







 



     
 

     
 





  (6) 

 
r ：粗利子率（=1+利子率）．逆数は時間割引率． 

,K K
y ox x ：若年期/高齢期 にK 橋を利用する交通の回数 

（ は定数であることを表している．） 

( ) , ( )i i
y ou u  ：家系 i の若年期/高齢期の交通回数に関する

効用関数 

, ,,i i
y t o ty y ： t 期に若年期（高齢期）である家系 i の余暇 

時間 

( ) , ( )i i
y ov v  ：家系 i の若年期/高齢期 余暇時間に関する

効用関数 

tG ： t 期での公共財への財政支出 

( ) , ( )i i
y op p  ：家系 i の若年期/高齢期 の政府の支出に関 

する効用関数 

, ,,i i
y t o tz z ： t 期に 若年期/高齢期 である家系 i の合成

財消費 
7 ：利他度．親が子の効用を考えるときの世代間の割

引率（0 1  ） 

 

所得制約としては，収入に若年期の労働収入と親から

の遺産，前期の貯蓄があり，支出として合成財消費，交

通の費用，迂回費用，来期への貯蓄，子への遺産，労働

所得税，個人住民税を考え，式(7)で表される． 
 

 





66

, 6

6

,

, , IV, , IV,
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,
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l W x W x
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r

 


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

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





 

         
   

      
       

      





 



 

, , IV ,, , IV,
II,III

13

( 13)
1

g g g
D K K K K K

o m o c om t m t t
m

i
t

l W x W x

h
r

 




        

   
 



 

    (7) 
iw：賃金率 

l ：労働所得税 
i
tL ：家系 i の家計の t 期における労働時間 
i
th ： 1t  期に家系 i の高齢期を迎える世帯が受け取る

遺産 
f ：燃料費 

Kl ： K 橋を利用する交通にかかる距離 
Dl ：迂回路 D を利用する際に追加的にかかる距離 

, ,,K K
y m o mx x ：若年期/高齢期 に健全度m の K 橋が補修 

された際に迂回しなければならない回数 

, ,,c y c o  ：若年期/高齢期 にかかる住民税（若年期は 
労働所得に比例した税額，高齢期は定額） 
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時間制約としては，若年期と高齢期で異なった制約式

を持ち，余暇時間と交通の時間，迂回の時間に若年期の

み労働時間を加えた時間の合計が利用可能時間に一致

し，式(8)，式(9)で表される． 
 

（若年期） 
 

, ,IV, , , IV,
II,III

g g g g g
i i K K D K K K K K i

y y m yt y t m t m t t
K m

L y T x T W x W x M


         
   

   
(8) 

（高齢期） 
 

, ,IV, , , IV,
II,III

g g g g
i K K D K K K K K i

o o m oo t m t m t t
K m

y T x T W x W x M


        
   

     (9) 
 

KT ：K 橋を利用する交通にかかる時間 

DT ：迂回路D を利用する際に追加的にかかる時間 
iM : 利用可能時間 

 

以上の式(6)から式(9)式より，家計の行動は以下の最

適化問題として書き表せる． 

, , , , , ,, , , , , , ,
max

i i i i i i i i
t y t o t t o t y t y t o t

i
t

h z z L S S y y
U                           (10) 
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, ,IV, , , IV,
II,III

g g g g g
i i K K D K K K K K i

y y m yt y t m t m t t
K m

L y T x T W x W x M


         
   

   

 , 1,... 6gt t t t     

, ,IV, , , IV,
II,III

g g g g
i K K D K K K K K i

o o m oo t m t m t t
K m

y T x T W x W x M


        
   

   

 7, 8,... 13gt t t t      

式(10)の最適化問題から社会厚生関数を導出する．本

研究では社会厚生を，計画期間内に家計が得る効用の総

和とする．まず効用関数の次世代の効用の部分に効用関

数を代入し，その上で所得制約式と時間制約式を代入す

ることで間接効用関数である式(11)を得る． 
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
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(11) 
式(11)は家系 i の第 t 世代が一生に得られる効用の総

和である．式(11)について第 t 世代が次世代にのこす遺

産に関する一階条件をとる．（*は最適化された変数で

あることを示す．） 

13 6 7
7 7

*
13

1 1 1 0
i

t
i
t

V
h r r r

 


                       
  (12) 

7
71

r
   

 
   (13) 

式(13)により利子率は親が子の効用を考える時の世代

間の割引率と一致する．そして，自身の将来の効用と同

じ割引率で子の効用に対しても割り引くことになる．式

(13)を利用して計画期間T （1 t T  ）内の全家計の効

用の総和を式(14)で示し，社会厚生関数と定義する． 

この社会厚生関数において各家系内については子世代

の効用に世代間の割引率をかけて計画期間分抜き出して
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総和したものになっている．しかし，世代間の割引率と

時間割引率が一致することから，毎期発生する効用を時

間割引率で割り引いて計画期間分足し合わせていること

と同値である． 
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(14)    
(3) 政府の設定と行動 

政府は財政制約と橋梁の健全度分布がマルコフ過程に

従うという制約のもとで社会厚生を最大化するように橋

梁の補修割合と公共財への支出額（ tG ）を決定する．   
公債はBarro18)に基づき，政府は t 期に公債 tB を発行

し， 1t  期に発行された公債 1tB  の利払い 1trB  を支

払う．政府の保有資産の現在価値は極限において，負に

ならないよう公債は，借換えを無限に続けることはでき

ないとする．財政制約は，補修費用と公共財への支出及

び利払い 1trB  が税収と補助金及び債務残高の差

1( )t tB B   の総和を上回らないとし，式(15)で表され

る． 

           
  

1

*
, , 1

1
( )

K
t t t

K

I
i

l c y t c o t t t
i

G C rB

L R B B  






  

    




         (15) 

*i
tL ：t期における家系i の1家計の最適化された 

労働時間 

tR ：t期の補助金 

tB ：t期に発行された公債 

K
t

K
C ：t期の補修費用総額 

 

財政制約を踏まえて，社会厚生最大化問題は式(16)の
ように書くことができる． 

K
, , , 1
max
m t t t

I
i

T
G B i

V
 

          (16) 

. .s t  

  

1

*
, , 1

1
( )

K
t t t

K
I

i
l c y t c o t t t

i

G C rB

L R B B  






  

    




 

 1,2...t T   
 

*
, ,[ | , ]K K K K

n t t m t
m

W n m W           1, 2...t T  ，
 ,K A B  ，  I, II, III, IVn   

 
*

, 1 ,[ | ]K K K
n t m t

m
W n m W  

                        1,2...t T  ，
 ,K A B  ，  I, II, III, IVn   

 

, 0K
m tW     1,2...t T       ,K A B   

 

, 1K
m t

m
W    1,2...t T       ,K A B   

 
制約条件の1行目の式が財政制約，2行目の式は観測し

た補修前健全度分布が補修によって補修後健全度分布に

推移することを表しており，3行目は橋梁の劣化によっ

て補修後健全度分布が次期の補修前健全度分布に推移す

ることを表している．4行目と5行目の式が健全度分布の

要素が非負かつ各橋梁群で要素の和が1を満たすための

制約である．この問題を解くことによって最適補修施策

を求める．最適化問題のラグランジュ関数が式(17)であ

る．ここで
1

I
i

T
i

V

  は全家計の効用の総和である． 

 

  

1

,
1 1

*
, , 1 , ,

*
, , 1

1

1 1

[ | ] [ | , ]

( (1 ) )

tI T
i K K

T t m t
i t K m

K K K K K K
n t n t m t m t

K n m

I
i K

t l c y t c o t t t t t
i K

V W
r

W n m n m W

L R G C B r B



   

   




 

   





         
   

 
  

 
 

          
 

   

 

 



     

 

(17) 

,, ,K K
t n t t   ：社会厚生最大化の各制約式に関するラグラ

ンジュ乗数 

 

公共財への支出，公債について式(17)の一階条件をと

ると，式(18)，式(19)が得られる． 

                         

( ) ( )7
i i
y t o t

t
t t

p G p GI
G G


 

                               (18) 
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                                         (19) 

( ), ( )i i
y t o tp G p G ：各家計での tG についての効用関数

（ tG に関して逓減） 

 

式(18)の左辺は若年期及び高齢期各々の公共財への支

出（ tG ）の変化に対する各家計の効用の変化を，全家

計数分（7I）総和したものである．右辺は財政制約の厳

しさを表現するラグランジュ乗数である．すなわち t
は公共財への支出の社会的限界費用（MCF）を示す．  

最適長期補修施策においては，現在価値換算された

MCFが式(19)を満たすように平準化されることにより，

最適化される． 
 
 

３． 数値分析事例 

 
(1) 数値分析の設定 

本研究では，時間変数を含む数値計算であり，最適

化する変数の数が膨大なため，Gurobi Optimizationを用い

て，補修割合を連続変数として数値分析を行う． 

公債の発行による有用性を検討するため，公債の発行

を考慮していない河野ら16)と比較するために数値分析の

対象を河野ら16)と同じ新潟県を設定して，関連データを

表-1及び表-2にまとめた．国土交通省道路局国道・技術

課が提供する「全国道路施設点検データベース～損傷マ

ップ～」24)により，新潟県の管理橋梁のうち幅員が5m以

上は A 橋，5m未満は B 橋と設定した．補修費用単価に

ついては，補修費用が公表されている宮城県橋梁個別施

設計画 25)をもとに橋面積あたりの補修費用単価を算出

し，新潟県の A 橋， B 橋の平均橋面積に応じた橋ごと

の補修費用単価を設定した． 迂回に要する時間や金銭

的費用はメンテナンス費用に比較して微小であると仮定

し，考慮しないこととした． 
道路メンテナンス年報23)によると，2 巡目（2019～

2021 年度）の点検で，健全度IVと判定された橋梁は，

0.1%と微小であり，講じる対策として，補修せずに撤

去・廃止といった措置も考えられるため，本数値分析で

は，考慮しないこととした．すなわち，式(2)の 33
Kπ は1

とし， 34
Kπ は省略した． 

補修施策を決定する期間は30期間（150年間）とし30
期分の社会厚生を計算した．マルコフ推移確率行列は津

田ら 22)の手法を用いて，式(20)のとおり推定された． 
 

  
0.6506 0.3061 0.0433

0 0.7772 0.2228
0 0 1

K 

 
   
 
 

π                     (20) 

 
推定においては，2つの点検時点における観測健全度

ペアを1つのサンプルとし，1,195サンプルを用いた．モ

デル推定時点のデータベースには，全ての橋梁のサンプ

ルは含まれていなかったため，モデル推定のためのサン

プル数は，新潟県の管理する橋梁数より少なくなってい

る．津田ら 22)の手法では，健全度ごとのハザード率の指

数を推定し，その結果から式(20)のマルコフ推移確率が

一意に導出される．ハザード率の指数の推定結果は，健

全度Iで-2.4536（t値：-20.1179；ハザード率は，exp(-
2.4536)= 0.0860），健全度Ⅱで-2.9874（t値：-34.8677；ハザ

ード率は，exp(-2.9874)= 0.0504）であった．なお， A
橋， B 橋ごとにマルコフ推移確率を推定することも試

行したが，橋梁の種類ごとのサンプル数が少なくパラメ

ータが収束しなかったため断念した． 
 
 

   表-1 家計行動に関するパラメータ 

パラメータ 若年期 
高齢期 情報源 

利用可能 
時間 

13時間32 
分/日 NHK国民生活時間調査202026) 

交通時間※ 1時間30 
分/日 NHK国民生活時間調査202026) 

交通距離※ 45 km/日 平均時速30kmとして設定 

燃料費 160.4 円/L 
資源エネルギー庁 

給油所小売価格調査27) 
2021年10月11日ガソリン価格 

燃費 20 km/L 

一般社団法人 
日本自動車販売協会連合会28) 
乗用車ブランド通称名別順位 
1位ヤリス，2位ルーミー 

WLTC市街地モードの 
平均燃費(2021年) 

利子率 1.0%及び 
2.0% 

国債金利情報29) 
長期国債（10年）の平均金利

0.8%     (2002.4.1～2022.3.31) 
1.48%（1992.4.1～2022.3.31） 

労働賃金 
（1期目） 3,218 千円/年 市町村民経済計算(2018)30) 

遺産額 1,250 万円 
MCFG資産形成研究所 
退職前後世代が経験した資産

承継に関する実態調査 31) 
人口 

（家系数） 
2,201,272人 
(52,411家系) 国勢調査32) 

個人住民税 
労働賃金の

10.5 % 
7,500円/年 

新潟県の財政収入に 
合わせて調整33) 

労働所得税 
労働賃金の

14.8 % 
なし 

新潟県の財政収入に 
合わせて調整33) 

※交通に関するパラメータは若年期のものを記載．高齢期は若

年期に行っている通勤が行われなくなるため，若年期の0.7

倍とした． 

 

1
1

(1 )t tr
  


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表-2 橋梁に関するパラメータ 

パラメータ 
A 橋 
B 橋 

橋梁数 
3,510 橋 

452 橋 

交通量 
70 回/日/世帯 
3.5 回/日/世帯 

補修費用単価 

II 
12.97 百万円/橋 
4.30  百万円/橋 

III 
50.82 百万円/橋 
16.83 百万円/橋 

 

新潟県の橋梁の点検データからそれぞれ推定したマル

コフ推移確率で計算を行った．MCFは観測できないた

めMCFの最大値が2程度及び5程度（MCF≒2及びMCF≒
5）という条件で計算した．健全度IIIの補修割合は，2 期
（10 年）以内に全て補修されるものとし，50%を下限値

とした．なお，道路メンテナンス年報19)によると，1巡
目（2014 年度～2018 年度）の点検で健全度III又は健全度

IVと判定された橋梁のうち，補修等の措置が完了した地

方自治体管理の橋梁は，2021年度末時点で46%である． 
 

(2) 数値分析の結果 

(1)の設定により，数値分析を行い，公債の発行を考

慮していない河野ら16)の数値分析の結果と比較すること

により，有用性を今後，検証していく． 

 河野ら16)では，MCFが1期間（５年間）で最大0.211変
化し，最適長期補修施策は，非定常状態においては，時

間割引率が高い時は，事後保全のみで行うのが最適であ

り，時間割引率が低い時は，予防保全と事後保全を計画

的に組み合わせて行うことが最適となった．また，世代

間の公平性の観点からは，与えた橋梁の健全度分布の場

合，初期状態において劣化した橋梁が比較的多く，初期

において早期に補修を行う必要が高いため，将来世代が

現世代よりも効用が高いことが示された．  
 本研究では，公債の発行を考慮することにより，公債

の最適発行流列は，各期のMCFを平準化するように決

定され，公債の発行により将来世代が一部負担を行うこ

とにより将来世代と現世代の厚生の平準化につながるこ

とを示す． 
 
 
４．おわりに 

 

本研究では，河野ら16)で示されたMCFを内生化した橋

梁の最適長期補修施策を検討する動学的経済モデルに公

債を考慮し，公債発行額を含めた長期補修施策の最適化

を行うモデルを構築した． 

今後，公債の発行による有用性を検討するため，公債

の発行を考慮していない河野ら16)の数値分析の結果と比

較することにより，有用性を検証していく．その結果，

公債の最適発行流列は，各期のMCFを平準化するよう

に決定され，公債の発行により将来世代が一部負担を行

うことにより将来世代と現世代の厚生の平準化につなが

ることを示す． 
 

謝辞：本研究はJSPS科研費 基盤研究B 20H01494の助成を

受けたものである．なお，著者順は姓の頭文字の五十音

順に従った． 
 

REFERENCES 
1) 国土交通省道路局，都市局：令和 5年度道路関係予算概要  

（2023年 1月）https://www.mlit.go.jp/page/content/001583490.pdf 

[Road Bureau and City Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, Transport 

and Tourism, Japan: Doro-kankei FY2023 Budget Overview, 2023.1.] 
2) 小濱健吾, 貝戸清之, 青木一也, 小林潔司, 福田泰樹： 劣化過    
程を考慮した最適廃棄・補修モデル，土木学会論文集 F4

（建設マネジメント），Vol.68，No.3，pp.141-156，2012．        
[Kohama, K., Kaito, K., Aoki, K., Kobayashi, K. and Fukuda, Y. : The opti 
mal scrapping and maintenance model of infrastructure considering 
deterioration process, Transaction of the Japan Society of Civil Engineers,  
Vol.68，No.3，pp.141-156，2012.] 

3) 小林潔司，中谷昌一，大迫湧歩，安部倉完：橋梁の劣化速 
度の異質性を考慮した補修戦略プロファイリング，土木学

会論文集D3（土木計画学）, Vol.73，No.4，pp.201-218，2017. 
[Kobayashi, K. Nakatani, S. Osako, Y. And Abekura, K. : Bridge 
management profiling with reference to heterogeneity in deterioration 
speeds, Transaction of the Japan Society of Civil Engineers, Vol.73，
No.4，pp.201-218，2017.] 

4) Smilowitz, K. and Madanat, S.: Computer-Aided Civil and Infrastructure   
Engineering, Vol. 15, Issue 1, pp. 5-13, 2000. 

5) Uddin, W., Hudson, W. R. and Haas, R.: Public Infrastructure Asset  
Management, Second Edition, McGraw Hill Professional, 2013. 

6) Goodman, A. S. and Hastak, M. : Infrastructure Plannning, Engineering,  
and Economics, Second Edition, McGraw Hill Professional, 2015. 

7) Adeli, H. and Sarma, K. C.: Cost Optimization of Structures: Fuzzy Logic,  
Genetic Algorithms, and Parallel Computing, Wiley, 2006. 

8) 別所俊一郎，赤井伸郎，林正義：公的資金の限界費用，日  
本経済研究，47号，pp.1-19，2003．[ Bessho, T., Akai, N., and 
Hayashi, M. : Marginal cost of public funds. JCER Economic Journal, 47,  
pp.1-19, 2003.] 

9) Harberger, A. C.: Three basic postulates for applied welfare economics: an    
interpretive essay, Jounal of Economic Literature, Vol.5, No.3, pp.785-797, 
1971.  

10) Bovenberg, A. L. and de Mooij, R. A.: Environmental levies and distor 
tionary taxation, The American Economic Review, Vol.84, No.4, pp.1085-
1089, 1994. 

11) Bovenberg, A. L. and Goulder, L. H.: Optimal environmental taxation in  
the presence of other taxes : general-equilibrium analyses, The American 
Economic Review, Vol.86, No.4, pp.985-1000, 1996. 

第 67 回土木計画学研究発表会・講演集

 8



 

 

12) Parry, I. W. H. and Bento, A.: The Scandinavian Journal of Economics, 
Vol. 103, No. 4, pp. 645-671, 2001. 

13) 森杉壽芳，河野達仁：道路整備財源調達に伴う厚生損失 
を考慮した高速道路料金の効率的水準，日本経済研究，67
号，pp.1-20，2012．[Morisugi, H. and Kono, T. : Effcient highway toll 
level with marginal cost of funding for road investment, JCER Economic 
Journal, 67, pp.1-20, 2012.] 

14) Kono, T., Mitsuhiro, Y. and Yoshida, J.: Simultaneous optimization of   
multiple taxes on car use and tolls considering the marginal cost of public 
funds in Japan, The Japanese Economic Review, pp.1-37, 2019. 

15) 河野達仁，嶌万希音，水谷大二郎：土木学会論文集D3
（土木計画学），Vol. 7, No. 4, pp.389-399, 2021. [Kono, T., Shima,     
M. and Mizutani, D. : Optimal maintenance  policies considering the mar 
ginal cost of public funds, Transaction of the Japan Society of Civil 
Engineers, Vol. 7, No. 4, pp.389-399, 2021.] 

16) 河野達仁，嶌万希音，祢津知広，水谷大二郎：第 66 回土     
木計画学研究発表会・講演集，2022. [Kono, T., Shima, M.,  
Nezu, T.  and Mizutani, D. :LONG-RUN OPTIMAL ROAD  
MAINTENANCE POLICIES CONSIDERING THE MARGINAL  
COST OF PUBLIC FUND, 2022] 

17) Barro, R. B.: The Journal of Political Economy, Vol. 82, Issue 6, pp. 1095-       
1117, 1974. 

18)  Barro, R. B.: The Journal of Political Economy, y, Vol. 87, No. 5, Part 1 ,   
pp. 940-971, 1979. 

19) 財政制度等審議会財政制度分科会：「財政の健全化に向 

けた考え方について」，2011. 

https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub- 

of_fiscal_system/report/zaiseia231209/index.htm 

20) 内閣府：平成 24年度年次経済財政報告（経済財政政策担    

当大臣報告），2012. 

https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je12/index_pdf.html [Cabinet Office :  

white paper on economics, 2012.] 

21) 国土交通省道路局：道路橋定期点検要領，2019. 

https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/yobohozen/tenken/yobo4_1.pdf 
[Road Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism, 
Japan: Dorokyo Teiki-Tenken Youryo, 2019.] 

22) 津田尚胤，貝戸清之，青木一也，小林潔司：土木学会論  
文集，No. 801/I-73, pp. 69-82, 2005. [Tsuda, Y., Kaito, K., Aoki, K. and 
Kobayashi, K. : Estimating Markovian transition probabilities for bridge 
deterioration forecasting, Transaction of the Japan Society of Civil 
Engineers, No. 801/I-73, pp. 69-82, 2005.] 

23) 国土交通省道路局：道路メンテナンス年報，2022.      
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/yobohozen/pdf/r03/r03_09maint.pdf  

[Road Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tour-ism, 
Japan: Doro-Maintenance Nenpo, 2022.]  

24) 国土交通省道路局国道・技術課：「全国道路施設点検デ   
ータベース～損傷マップ～」，2022. https://road-structures- 
map.mlit.go.jp/In dex.aspx?ReturnUrl=%2f [Road Bureau, Ministry of 
Land, Infrastructure, Transport and Tour-ism, Japan: Zenkoku Doro 
Shisetsu Tenken database, 2022.]  

25) 宮城県 : 宮城県橋梁個別施設計画 
 https://www.pref.miyagi.jp/documents/20930/1.pdf 
[Miyagi prefecture : Miyagi Prefecture Bridge Kobetsu Shisetsu Plan] 

26) NHK 放送文化研究所：国民生活時間調査，2020. 
https://www.nhk.or.jp/bunken/yoron-jikan/ [ NHK Broadcasting Culture 
Research Institute : Kokumin Seikatsu Jikan census, 2020. ] 

27)  資源エネルギー庁：石油製品価格調査 1．給油所小売価     
格調査（ガソリン，軽油，灯油）. 
https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/petroleum_and_lpgas/pl007/re 
sults.html [ Agency for Natural Resources and Energy : Sekiyu Seihin 
Kakaku census 1. Kyuyujo Kouri-Kakaku census .] 

28)  一般社団法人 日本自動車販売協会連合会：乗用車ブラン

ド通称名別順位，2021. 
http://www.jada.or.jp/data/month/m-brand-ranking/  [ Federation of 
Japan Automobile Dealers Association : Mobile Brand-Ranking, 2021. ] 

29) 財務省：国債金利情報，2022. 
https://www.mof.go.jp/jgbs/reference/interest_rate/index.htm 
[ Ministry of Finance : Government bond interest information, 2022.] 

30) 新潟県：にいがた県統計ボックス 平成 30 年度市町村民経     
済計算（平成 18 年度～平成30 年度），2021. 
https://www.pref.niigata.lg.jp/site/tokei/20200420sityousonmin
nen pou.html [Niigata prefecture : Niigata prefecture Statistics-Box, 
Municipality economic calculation, 2018. ] 

31) MUFG 資産形成研究所：退職前後世代が経験した資産承 
継に関する実態調査 第 1 章親子の居住地・地域による資 
産 継承の傾向, 2020. 
https://www.tr.mufg.jp/shisanken/pdf/kinnyuu_literacy_11.pdf [MUFG  
Financial Education Institute: The Fact-finding survey related to the Asset 
inheritance of Pre- and post-retirement generation,1. The trend of Asset 
inheritance for parent and child residence 2020.] 

32)総務省統計局: e-Stat, 令和 2 年国勢調査, 2020. 
 https://www.estat.go.jp/statsearch/files?page=1&layout=datal 
ist&toukei=00200521&tstat=000001136464&ccle=0&year=20200&mo
nth=24101210&tclass1=000001136466 
[ Statistics Bureau, Ministry of Internal Affairs and Communications: e-Stat,  
National census, 2020. ] 

33) 新潟県：新潟県報号外別冊 財政事情，2020.12. 
http://kenpo.pref.niigata.lg.jp/bn/R02_12/1218_g1/g1_20201218i21558.pdf  
[ Niigata prefecture : Niigata Kenpo-Gougai Zaisei-Jijyo, 2020.12] 

(Received ???????) 
(Accepted??????)

 

 

 

 

 

第 67 回土木計画学研究発表会・講演集

 9


